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（税込み、資料代含む） 

●ご参加頂きたい方● 

【ご略歴】1992年司法試験合格、93年東京大学法学部卒業。95年東京地裁判事補 任官、2000年 

弁護士登録（第二東京弁護士会）、日比谷パーク法律事務所入所、現在に至る。会社法（株主 

代表訴訟、株主総会運営、合併・企業買収、その他一般企業法務）、金融商品取引法、著作権 

関連訴訟、金融商品等に関する損害賠償訴訟等を中心に、各社の助言、紛争処理、裁判、執筆・ 

講演等に活躍中。 
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第１ 子会社管理の必要性 

 １ 子会社管理の意義と必要性 

  (1) 近年の不祥事の状況     (2) 会社法・金商法等の改正経緯 

  (3) 子会社管理・グループガバナンスの必要性 

 ２ 子会社管理体制に関する各種規制 

  (1) 会社法に基づく「企業集団における内部統制システム」 

  (2) 金商法に基づく「財務報告に係る内部統制」 

  (3) 金融商品取引所規則に基づく「業務の適正を確保するために必要な体制」 

 ３ 子会社管理責任に関する裁判例 

  (1) 子会社の不正行為に関する役員責任 

(2) 従業員の不正行為に関する役員責任 

  (3) 有価証券報告書等の不実記載に関する役員責任 
 
第２ 子会社管理体制を検討する上での留意点 

 １ 対象とすべき子会社・関連会社の特性等に応じた留意点 

  (1) 議決権保有割合 

① 100％子会社の場合   ② 実質支配している子会社の場合 

③ 関連会社の場合 

  (2) 事業規模・その他の特性 

① 事業規模の大きさ    ② レピュテーション・リスクの大きさ 

③ 企業文化・環境の違い（買収した子会社・海外子会社） 

 ２ 企業グループ全体を管理する上での留意点 

  (1) 企業集団のスキームと各社の機関設計 

(2) 企業集団全体としてのリスク管理 

(3) 親会社内部における情報連携・管理体制 

(4) 純粋持株会社における留意点 
 
第３ 子会社管理体制の構築・運用 

 １ 業務執行ラインにおける管理体制 

(1) 経営管理契約等に基づく重要な業務執行の承認・報告体制 

  (2) 子会社に対する役職員の派遣   (3) 子会社役職員の業績評価 

(4) 親会社における担当部署のあり方 (5) グループ内部通報制度の活用 

 ２ 内部監査部門による監査体制 

(1) 親会社における「企業集団としての内部統制システム」の決定・運用 

(2) 子会社における内部統制システムの構築・運用 

(3) 内部監査部門における監査・連携 

 ３ 監査役による監査 

  (1) 親会社監査役の権限・職責 

  (2) 利益相反取引・グループ間取引に対する監査 

  (3) 子会社における不正行為への対応 (4) 監査役による子会社往査・連携 
 
 
講 師  日比谷パーク法律事務所  パートナー弁護士  松 山  遙 氏 
 
【主著】「日経 BP 実践 MBA④『MBA 訴訟戦略』」「委員会等設置会社への移行戦略」「ハンドブ
ック シリーズ 3取締役･執行役」「実務相談 株式会社法 補遺」「実務対応 新会社法Ｑ＆Ａ」
「コンプライアンス経営の確立と法務部門の機能強化」「Ｑ＆Ａ 震災と株主総会対策」「論
点体系 会社法」「独立取締役の基礎知識」「敵対的株主提案とプロキシーファイト〔第 2版〕」 
「【専門訴訟講座 7】会社訴訟―訴訟・非訟・仮処分―」「監査等委員会設置会社の活用戦略」 
「コーポレートガバナンス・ハンドブック」「はじめて学ぶ社外取締役・社外監査役の役割」 
「平成 30年株主総会の準備実務･想定問答」（共著を含む）他論文等多数。 

 


